
小規模施設特定有線一般放送事業者の地位を承継したので、放送法第134条第２項の規定によ
り届け出ます。

承継年月日

被承継者

小規模施設特定有線一般放送の業務の開始届
出年月日

備考

小規模施設特定有線一般放送の業務を次のとおり廃止したので、放送法第135条第１項の規定
により届け出ます。

理由

小規模施設特定有線一般放送の業務の開始届
出年月日

業務区域

廃止年月日

注１ 業務区域の欄には、小規模施設特定有線一般放送の業務を廃止した地域が明らかになるよ
うに、例えば、「（何）市（何）町」のように記載すること。

注２ この様式に使用する用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列４番とすること。

小規模施設特定有線一般放送事業者たる法人が解散したので、放送法第135条第２項の規定に
より届け出ます。

解散した法人の名称及び代表者の氏名

小規模施設特定有線一般放送の業務の開始届
出年月日

解散年月日

注 この様式に使用する用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列４番とすること。

別 表 第 五 十 二 号 を 別 表 第 五 十 二 の 一 号 と し 、 同 表 の 次 に 次 の 一 表 を 加 え る 。

平
成


年


月


日
水
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報

別 表 第 四 十 二 号 を 別 表 第 四 十 二 の 一 号 と し 、 同 表 の 次 に 次 の 一 表 を 加 え る 。

別表第四十二の二号（第145条関係）
小規模施設特定有線一般放送業務承継届出書

年 月 日
都道府県知事 殿

郵 便 番 号
住 所
（ふ り が な）
氏 名（法人又は団体にあつては、名称及び

代表者の氏名。記名押印又は署名）
電 話 番 号

注１ 備考の欄には、承継に係る事情を記載すること。
注２ 承継者が小規模施設特定有線一般放送事業者以外の法人であるときは定款又は寄附行為及
び代表権を有する役員の氏名を記載した書面を、小規模施設特定有線一般放送事業者以外の
団体であるときはこれに準じる書類及び代表権を有する役員の氏名を記載した書面を添付す
ること。

注３ 承継に伴い、同時再放送について、新たに放送事業者の同意を必要とする場合には、その
同意書の写しを添付すること。

注４ 承継に伴い、新たに道路の占有の許可その他法令に基づく処分又は所有者等の承諾を必要
とする場合には、その承継に係る部分の当該処分又は承諾の事実を証する書面の写しを添付
すること。

注５ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列４番とすること。

別 表 第 四 十 三 号 中 「一般放送の業務の廃止届出書 」 を 「一般放送（小規模施設特定有線一般放送
を除く。）の業務の廃止届出書 」 に 、「一般放送の業務を次のとおり廃止した 」 を 「一般放送（小規模
施設特定有線一般放送を除く。）の業務を次のとおり廃止した 」 に 改 め 、 同 表 を 別 表 第 四 十 三 の 一 号

と し 、 同 表 の 次 に 次 の 一 表 を 加 え る 。

別表第四十三の二号（第146条第１項関係）
小規模施設特定有線一般放送の業務の廃止届出書

年 月 日
都道府県知事 殿

郵 便 番 号
住 所
（ふ り が な）
氏 名（法人又は団体にあつては、名称及び

代表者の氏名。記名押印又は署名）
電 話 番 号

別 表 第 四 十 四 号 中 「一般放送事業者たる法人 」 を 「一般放送事業者（小規模施設特定有線一般放

送事業者を除く。）たる法人 」 に 改 め 、 同 表 を 別 表 第 四 十 四 の 一 号 と し 、 同 表 の 次 に 次 の 一 表 を 加 え

る 。

別表第四十四の二号（第146条第２項関係）

小規模施設特定有線一般放送事業者たる法人の解散届出書

年 月 日

都道府県知事 殿

郵 便 番 号

住 所

（ふ り が な）

氏 名（法人又は団体にあつては、名称及び

代表者の氏名。記名押印又は署名）

電 話 番 号
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